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決 算 報 告 書

自 ２０２３年 ７月 １日

至 ２０２４年 ６月３０日

一般社団法人日本ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾀｰｽﾞ協会

第 １２ 期



資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（単位：円）

2024年 6月30日現在一般社団法人日本ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾀｰｽﾞ協会

流 動 資 産 1,709,388【 】【 】

現 金 及 び 預 金 1,583,405

商 品 88,399

仮 払 金 37,584

資 産 の 部 計 1,709,388

流 動 負 債 2,745,475【 】【 】

買 掛 金 228,943

未 払 費 用 2,033,870

預 り 金 408,162

未 払 法 人 税 等 74,500

負 債 の 部 計 2,745,475

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,036,087【 】【 】

利 益 剰 余 金 1,036,087［ ］［ ］

その他利益剰余金 1,036,087（ ）（ ）

繰 越 利 益 剰 余 金 1,036,087

純 資 産 の 部 計 1,036,087

負債･純資産の部計 1,709,388



一般社団法人日本ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾀｰｽﾞ協会

自 2023年 7月 1日

至 2024年 6月30日

（単位：円）

科 目 金 額

売 上 高【 】

事 業 収 入 5,705,650

売上値引･戻り高 57,420 5,648,230

事 業 費【 】

当 期 事 業 費 合 計 5,623,848

合 計 5,623,848 5,623,848

売 上 総 利 益 24,382

管 理 費 413,712【 】

営 業 利 益 389,330

営 業 外 収 益【 】

受 取 利 息 57

雑 収 入 6,804 6,861

経 常 利 益 382,469

税引前当期純利益 382,469

法 人 税 等 74,500

当 期 純 利 益 456,969



一般社団法人日本ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾀｰｽﾞ協会

自 2023年 7月 1日

至 2024年 6月30日

（単位：円）

科 目 金 額

給 料 手 当 270,000

車 両 関 連 費 20,413

租 税 公 課 10,000

旅 費 交 通 費 11,780

通 信 費 4,113

会 議 費 23,297

顧 問 料 66,000

雑 費 8,109

合 計 413,712



一般社団法人日本ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾀｰｽﾞ協会

自 2023年 7月 1日

至 2024年 6月30日

（単位：円）

科 目 金 額

外 注 加 工 費 2,576,033【 】

事 業 経 費【 】

運 賃 2,090

消 耗 品 費 6,337

リ ン ク 使 用 料 1,681,830

支 払 保 険 料 85,472

旅 費 交 通 費 795,830

宣 伝 広 告 費 125,460

会 議 費 231,587

交 際 費 104,550

雑 費 14,659 3,047,815

当 期 総 製 造 費 用 5,623,848

合 計 5,623,848

当 期 事 業 費 合 計 5,623,848



一般社団法人日本ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾀｰｽﾞ協会

自 2023年 7月 1日

至 2024年 6月30日

この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

1.継続企業の前提に関する注記

2.重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・貯蔵品･･････････････総平均法による原価法

貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産除く)･･････建物は定額法、建物以外は定率法

無形固定資産(リース資産除く)･･････定額法

リース資産･･････リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法

収益及び費用の計上基準

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税込方式で計上している。

会計処理の原則又は手続の変更

会計方針の変更

3.貸借対照表に関する注記

理事等に対する金銭債権・金銭債務

4.損益計算書に関する注記

5.重要な後発事象に関する注記

6.その他の注記



一般社団法人日本ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾀｰｽﾞ協会

私監事 加藤悟美 は、令和５年７月１日から令和６年６月３０日

第１２期事業年度の貸借対照表、収支計算書、財産目録、個別注記

表、事業報告および附属明細書を監査しました結果、適法かつ正確であることを

認めます。

前記のとおりご報告申し上げます。

監事 加藤悟美

代表理事 小塚崇彦

理事 坂頂達也

理事 志水馨


